
令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実績及び効果検証シート （単位:円）

内臨時交付金 実績／成果 検証 課題・今後の取組

1
・
2

低所得世帯支援給付事
業【低所得者世帯給付
金】

社会福祉課

①コロナ禍において物価高騰に対する低所得者支援として現金を給付する
②需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、補助金
③令和5年度非課税世帯、家計急変世帯（令和5年度課税世帯である
　 が、令和5年1月以降の家計が急変し非課税世帯と同水準にある世帯）

R5.5 R6.3 165,662,688 165,662,688

需用費:987,352
役務費:2,213,116
委託料:2,885,144
使用料及び賃借料:307,076
補助金:159,270,000

5,309世帯に対し、１世帯当たり
30,000円の給付金を支給した。（申請
期限:令和5年6月23日～9月30日）

給付金を支給することで、物価高騰の影
響により困難に直面する方の生活・暮らし
を支援した。

－

3
・
6

低所得世帯支援給付事
業【その他低所得者世帯
等】

社会福祉課
①コロナ禍において物価高騰に対する低所得者支援として現金を給付する
②需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、補助金
③DV避難者、措置入所者世帯等

R5.5 R6.3 589,235 589,235

需用費:2,971
役務費:6,659
委託料:8,681
使用料及び賃借料:924
補助金:570,000

19世帯に対し、１世帯当たり30,000円
の給付金を支給した。（申請期限:令和
5年6月23日～9月30日）

給付金を支給することで、物価高騰の影
響により困難に直面する方の生活・暮らし
を支援した。

－

9
学校給食費負担軽減補
助事業

教育総務課

①学校給食において、コロナ禍による物価高騰に伴う給食費値上げ分に対し
　 補助金を充てることで、保護者の経済的負担を軽減するための支援を行う
②給食費値上げ分に充当
③市内小中学校児童生徒の保護者（教職員は除く）

R5.4 R6.3 14,538,240 14,538,240

小学校給食費充当分（520,967食）
:10,419,340
中学校給食費充当分（205,945食）
:4,118,900

市内小中学校児童生徒の保護者を対象
に、物価高騰に伴う給食費値上げ分の負
担を軽減することができた。

学校給食への物価高騰の支援を行ったこ
とで、保護者の経済的負担を軽減すること
ができ、学校給食の円滑な実施を図ること
ができた。

現在も食材費の高騰は続いているため、
注視しながら、今後も栄養バランスのとれた
学校給食の充実に努めていく。

10
・

16

水道事業会計繰出金
（基本料金免除）

総務課

①コロナ禍において物価高騰により影響を受けている市民や事業者に対して支
　 援を行う
②繰出金（水道基本料金の免除に伴う水道事業会計の減収分及び免除実
　 施により生じる事務費に対する）
③全市民、事業所（公共施設は除く）

R5.7 R5.12 117,742,350 117,742,350
水道事業会計繰出金
:117,742,350

令和5年8月から11月までの4か月間の水
道料金のうち基本料金を免除するため、
免除に要する経費を水道事業会計に繰り
出した。

基本料金を免除することで、物価高騰の
影響を受ける市民や事業者を支援するこ
とができた。

－

11
一般廃棄物処理手数料
負担軽減事業

生活環境課

①コロナ禍において物価高騰に伴う負担を軽減するため、家庭系ゴミ袋の販売
  価格（手数料）の値下げを実施する
②家庭系ゴミ袋の販売手数料値下げ分に充当
③全市民、事業所

R5.8 R6.3 8,903,400 8,400,000 手数料充当分:8,903,400

20L袋（小）32,431セット、30L袋
（中）43,381セット、45L袋（大）
50,033セットが店舗で購入され、合計
8,903,400円軽減された。

販売価格（手数料）を値下げすること
で、物価高騰の影響により困難に直面す
る方の生活・暮らしの負担を軽減した。

－

13
すくすく赤ちゃん紙おむつ等
支給事業

子ども家庭課

①コロナ禍において物価高騰による子育て世帯の経済的負担を軽減し、安心
　 して子育てができる環境を支援するため、紙おむつとおしり拭きを支給する
②需用費
③R5.4.1からR5.12.31生まれの新生児の保護者

R5.7 R6.3 3,075,314 3,075,314 需用費:3,075,314
計349名の新生児に対し、紙おむつとおし
り拭きを支給することができた。

物価高騰による子育て世帯の負担を軽減
することができた。

今後も引き続き、配布をしていく。

14
教育・保育施設等物価
高騰対策補助金

子ども家庭課

①コロナ禍において物価高騰により影響を受けている教育・保育施設等の運営
  事業者に対し、物価高騰対策補助金を支給する
②補助金
③教育・保育施設等運営事業者（公的施設を除く）

R5.7 R5.10 5,749,000 5,749,000 補助金（13施設）:5,749,000
コロナ禍において物価高騰により影響を受
けた教育・保育施設等の運営事業者に対
し、物価高騰対策補助金を交付した。

私立保育施設等に物価高騰対策補助金
を交付したことで、安定した教育及び保育
の提供が継続的にできた。

引き続き、安定した施設運営に取り組める
よう支援する。

15 保育対策事業費補助金 子ども家庭課

①コロナ禍において感染症対策を実施するために、公立保育所が対策物品を
　 購入する
②需用費
③公立保育所

R5.4 R6.3 1,375,500 691,500 需用費:1,375,500
公立保育所において感染症対策を図るた
め、アルコール、次亜塩素酸等の感染予
防対策物品を購入した。

物品購入により、公立保育所における感
染予防対策が図られた。

引き続き、感染症対策に取り組む。

317,635,727 316,448,327

●No.、事業名、事業概要については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る実施計画から引用しております。
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